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陸上自衛隊中央業務支援隊の組織等に関する訓令

陸上自衛隊訓令第14号

自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）第32条の規定に基づき、陸上自衛隊中央

業務支援隊の組織等に関する訓令を次のように定める。

平成12年３月22日

防衛庁長官 瓦 力

陸上自衛隊中央業務支援隊の組織等に関する訓令

改正 平成16年３月26日隊訓第16号 平成18年７月28日庁訓第83号

平成19年１月５日庁訓第１号 令和３年３月31日省訓第18号

（趣旨）

第１条 この訓令は、陸上自衛隊中央業務支援隊（以下「中央業務支援隊」という。）

の任務及び組織に関し、必要な事項を定めるものとする。

（任務）

第２条 中央業務支援隊は、市ヶ谷駐屯地（隊員の宿舎を含む。以下この条、第７条

及び第13条において「駐屯地」という。）並びに駐屯地に所在する部隊等（陸上幕

僚監部並びに駐屯地の近傍に所在し、若しくは通過し、又は駐屯地に来隊する部隊

等及び隊員を含む。）及び行動部隊等に対し駐屯地司令及び駐屯地業務隊等に関す

る訓令（昭和34年陸上自衛隊訓令第44号）第10条各号（第16号を除く。）に掲げる

業務（同訓令第23条に規定する鉄道輸送業務の処理を含む。第20条において「駐屯

地業務」という。）を行うほか、次の各号に掲げる業務を行うことを任務とする。

（１）陸上幕僚監部の行う公文書の接受に関する事務の支援に関すること。

（２）陸上幕僚監部の行う人事記録に関する業務及び人事の資料の処理の機械化に

関する調査研究に関する業務の支援に関すること。

（３）陸上自衛隊の人事の電子計算機による統計に関すること。

（４）陸上幕僚監部の行う印刷に関する業務の支援に関すること。

（５）部隊等（陸上幕僚監部を含む。第16条において同じ。）に対し補給する出版

物の調達要求、保管及び補給に関すること。

（中央業務支援隊長）

第３条 中央業務支援隊の長は、中央業務支援隊長（以下「隊長」という。）とし、

陸将補をもって充てる。

２ 隊長は、防衛大臣の指揮監督を受け、中央業務支援隊の隊務を統括する。

（副隊長）

第４条 中央業務支援隊に、副隊長１人を置く。

２ 副隊長は、隊長を助け、隊務を整理し、隊長に事故があるとき、又は隊長が欠け

たときは、隊長の職務を行う。



（内部組織）

第５条 中央業務支援隊に、次の３部を置く。

総務部

管理部

印刷補給部

（総務部の分科）

第６条 総務部に、次の４科を置く。

総務科

厚生科

衛生科

人事統計科

（総務科）

第７条 総務科においては、次の事務をつかさどる。

（１）公印の保管に関すること。

（２）公文書の接受、発送、編集及び保管に関すること。

（３）人事記録に関する業務の処理に関すること。

（４）身分証明書に関する業務の処理に関すること。

（５）退職手当及び災害補償に関する業務の処理に関すること。

（６）損失補償及び損害賠償に関する業務の処理に関すること。

（７）陸上幕僚長の定める再就職援護業務の実施に関すること。

（８）土地、建物及びこれに附帯する諸施設の使用区分の割当てに関すること。

（９）駐屯地の近傍に所在し、若しくは通過し、又は駐屯地に来隊する部隊等及び

隊員の支援に関すること。

（10）調査業務の実施に関すること。

（11）防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和27年法律第266号）の規定による

若年定年退職者給付金に関すること。

（12）警備に関すること。

（13）広報に関すること。

（14）中央業務支援隊の運営の企画、人事、秘密の保全、組織、定員、定数、安全

管理、教育訓練、業務の改善及び出版物に関すること。

（15）中央業務支援隊に対する物品の補給に関すること（管理部、印刷補給部及び

総務部の他の科の所掌に属するものを除く。）。

（16）部内の事務の総括及び庶務に関すること。

（17）前各号に掲げるもののほか、他の部及び総務部の他の科の所掌に属しない事

項に関すること。

（厚生科）

第８条 厚生科においては、次の事務をつかさどる。

（１）福利厚生に関する業務の実施に関すること。

（２）隊員の宿舎に関すること。

（３）陸上幕僚長の定める厚生に関する物品の調達、補給、保管、整備及び処分に



関すること。

（４）共済組合に関すること。

（衛生科）

第９条 衛生科においては、次の事務をつかさどる。

（１）療養に係る事務の処理に関すること。

（２）食品の衛生検査に関すること。

（３）陸上幕僚長の定める衛生に関する物品の調達、補給、保管、整備及び処分に

関すること。

（人事統計科）

第10条 人事統計科においては、次の事務をつかさどる。

（１）基本データの維持及び更新に関すること。

（２）人事統計の電子計算機システムの利用技術に関すること。

（３）人事の資料の処理に関すること。

（４）人事記録の作成及び保管に関すること。

（管理部の分科）

第11条 管理部に次の２科を置く。

管理科

車両科

（管理科）

第12条 管理科においては、次の事務をつかさどる。

（１）物品の調達、補給、保管、整備及び処分の実施に関すること（総務部、印刷

補給部及び車両科の所掌に属するものを除く。）。

（２）給養の実施に関すること。

（３）施設の維持及び管理に関すること。

（４）部内の事務の総括及び庶務に関すること。

（車両科）

第13条 車両科においては、次の事務をつかさどる。

（１）中央業務支援隊の車両の管理及び運用並びに駐屯地用車両整備工場及び駐屯

地用工具の管理に関すること。

（２）鉄道及び船舶等による輸送業務の処理に関すること。

（印刷補給部の分科）

第14条 印刷補給部に、次の２科及び工場を置く。

運用科

補給科

（運用科）

第15条 運用科においては、次の事務をつかさどる。

（１）印刷の統計に関すること。

（２）部内の業務の能率的運営に関すること。

（３）部内の事務の総括及び庶務に関すること。

（補給科）



第16条 補給科においては、部隊等に補給する出版物に関する事務をつかさどる。

（工場）

第17条 工場においては、印刷に関する業務をつかさどる。

（部長、科長及び工場長）

第18条 部に部長、科に科長、工場に工場長を置く。

２ 部長は、隊長の命を受け、部務を掌理する。

３ 科長は、部長の命を受け、科務を掌理する。

４ 工場長は、部長の命を受け、工場の業務を掌理する。

（地方協力本部の支援）

第19条 中央業務支援隊は、別に定めるところにより、自衛隊地方協力本部の管理支

援業務を行うものとする。

（駐屯地業務の実施に関する特例）

第20条 隊長は、必要があるときは、陸上幕僚長の定める事項に関してその近傍に所

在する他の駐屯地の駐屯地業務の一部の実施を担当するものとする。

（委任規定）

第21条 陸上幕僚監部に対する管理支援業務の実施に関しては、陸上幕僚長が定める

ものとする。

２ この訓令に定めるもののほか、中央業務支援隊の内部組織に関し必要な事項は、

隊長が定める。

附 則

１ この訓令は、平成12年３月28日から施行する。

２ 次に掲げる訓令は、廃止する。

（１）陸上自衛隊人事統計隊の組織等に関する訓令（昭和34年陸上自衛隊訓令第51号）

（２）陸上自衛隊印刷補給隊の組織等に関する訓令（昭和36年陸上自衛隊訓令第17号）

３ この訓令の施行の日から檜町駐屯地の廃止の日の前日までの間は、第２条中「市

ヶ谷駐屯地」とあるのは「市ヶ谷駐屯地及び檜町駐屯地」と読み替えるものとする。

４ 陸上自衛隊会計監査隊の組織及び運用に関する訓令（昭和34年陸上自衛隊訓令第

48号）の一部を次のように改正する。

第12条第１項中「陸上自衛隊印刷補給隊」を「陸上自衛隊中央業務支援隊」に改

める。

附 則（平成16年３月26日陸上自衛隊訓令第16号）

この訓令は、平成16年３月29日から施行する。

附 則（平成18年７月28日防衛庁訓令第83号）

この訓令は、平成18年７月31日から施行する。

附 則（平成19年１月５日防衛庁訓令第１号）

この訓令は、平成19年１月９日から施行する。

附 則（令和３年３月31日防衛省訓令第18号）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。


